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2026年8月10日

株式会社 日本総合研究所 主席研究員

株式会社 日本政策投資銀行 地域企画部 特任顧問

Fact Finder & Structure Perceiver

事実発見＆構造把握業
 
  も た に

藻谷浩介 kosuke@motani.com



聞きかじりを信じる
前に事実の確認を



① 人情が豊かだった１９５０年

② 高度成長期の１９７０年

③ バブル景気の１９９０年

④ 最近

戦後の日本で殺人事件の件数が    
一番少なかったのはいつ？ ＠警察庁 犯罪白書

×

× ２９００件

２０００件

１２００件

９００件前後

×

昭和２５年

昭和４５年

令和の時代

平成２年

昭和と令和は何が違うのか？
例：日本の治安

今の日本は昔以上に、
暴力犯罪の少ない国。

ところが治安はどんどん悪化している
と、イメージで対策を求める声が多く、
激増中のネット犯罪対策は進まない。

実際には、暴力犯罪がさらに減ったので
一件一件きちんと報道されるように

なっただけなのに…

これが、聞きかじりを信じて事実
を確認しない人が陥る罠。



しかしどうやっても日本の人口は減る。
人がまばらな田舎は消滅する…？



① ドイツ

② 英国

③ イタリア

④ フランス

⑤ 米国

山地と水面を除いた面積（農地含む）で人口を割ると、
氷見市には東京の5%未満の410人しか住まない。

世界の国の中で、氷見市と同じ密度感なのは…？

×

×

氷見市の可住地人口密度は世界だと？

356人

319人

295人

182人

55人×

×

×



日本の大都市圏は 世界的に見れば
異常なレベルの人口“過密”地

ガラパゴス化した日本の大都市の
目線では、人のいない田舎とされる
が、世界的に見れば、たいへん人口

密度が高い地域。

極端な密集で住居費が高く、
子どもを持てず、出生率は下がる。

地震や水害があれば、被災者の数は
地方よりはるかに多くなる。

農林地がないので、物々交換や贈与が
不活発⇒お金に100％依存した生活に。

⇒老後の生活に大きな不安が。



“過疎”は自然資本の豊かな“適疎”
都会が優れているというのは思い込み



住民１人当たりの生活保護費
2014年 http://area-info.jpn.org/SehoPerPop.html

① 大阪府

② 東京都

③ 山口県  

④ 愛知県

⑤ 島根県

⑥ 山形県

⑦ 福井県

⑧ 富山県

67,200円

41,200円

21,600円

19,4００円

 15,20０円

11,7００円

9,3００円

6,4００円

人が本当に豊かに暮らしているのはどこか？

都道府県1位（全国ワースト1）

都道府県5位（全国ワースト5）

都道府県27位(22番目に豊か)

都道府県30位(19番目に豊か)

都道府県37位(12番目に豊か)

都道府県44位(4番目に豊か)

都道府県46位(2番目に豊か)

都道府県47位(全国一豊か)

人口密度が欧州なみの
「過疎地」で、医療を維持し
市街地と公共交通を再建し、

お金だけに頼らずに助け合い、
きょういく（＝今日行くところ）と

きょうよう（＝今日やる用事）のある
高齢者を増やすことが大事。

支える医療介護従事者には
十全の所得と待遇を。



人口成熟という
現実を理解する



①人口増減

②少子化

③高齢化

人口の変化を示す、最も基本的な指標

調べたい
変化

× 一般に使
われる指標

〇 本来見る
べき指標

①総人口の
   増減

②出生率

③高齢化率
(65歳以上人口

÷総人口)

①若者の増減
(15～44歳人口増減)

②子どもの増減
(0～14歳人口増減)

③高齢者の増減
(75歳以上人口の増減)

これは出生減少の要因の一つ
もう一つ、親の数の減少も要因

医療･介護･年金が不可欠
なのは75歳を超えてから

総人口で割る意味がない

増えているのは高齢者だけ

これがマイナスなのが少子化

経済活力はこれに連動

医療･介護･年金の需要は
この数字に連動する



日本の高齢者（７５歳以上とする）
は１９７５年には２８０万人。
では２０２５年元日には？

① その３倍の８００万人

② その５倍の１４００万人

③ その７倍の２1００万人

×

×

７５歳以上が増えれば､年金・医療・介護の負担が増える

７倍増という驚異の増加に、日本の社会と
企業は対応し、平均寿命も延び続けている



日本在住の乳幼児（０～４歳）は
１９７５年には１００４万人いた。

２０２５年元日現在は何人？

① その３分の２の６７０万人

② その４分の２の５００万人

③ その５分の２の39０万人

×

×

日本の0～9歳は ２０２５年元日現在 870万人。
それに対し20～29歳は1290万人、50～59歳は1840万人いる。

従って20代は、20年後には870万人になる （←1290万人の3分の2）
50代は、30年後には1290万人になり （←1840万人から3割減）

50年後には870万人になる （←1840万人から半減以下に）



① 東京都

② 東京都(日本国籍者)

③ 大阪市

④ 大阪市（日本国籍者）

⑤ 富山市

⑥ 氷見市

⑦ 新潟県佐渡市

                           あ   ま

⑧ 島根県海士町

都会は人口が増え、田舎は減って
いる？
2020年→2025年の
住民票数の増減率(外国籍者含む) 総人口

+1.2％

+0.2％

+1.8％

+0.2％

△3％

△10％

△11％

△1％

15-44
歳人口

△1.3％

△3.4％

+2.8％ 

△0.6％ 

△8%

△19％

△17％

+11％

0-14
歳人口

△5％

△6％

△5％

△7％

△10%

△18％ 

△19％

±0.0％

実態が見え
ない指標

若者
の数

未来世代の数

「地域みらい留学」で都会の高校生を受け入れ → 都会に進学・就職
した卒業生の中から、転職して島に戻ってくる“Sターン”が多く発生

隠岐諸島にある
人口２千人の島



① 東京都

② 大阪市

③ 富山市

④ 氷見市

⑤ 新潟県佐渡市

⑥ 島根県海士町

でも田舎は高齢化が深刻で、
「消滅に向かっている」のでは？
高齢化率：2025年
75歳以上の増加：20→25年
住民票数（外国籍者含む）

高齢化率

２2％

24％

30％

40％

43％

40％

７５歳以上
人口の増加率

12％

10％

14％

9％ 

△4％

△2%

65歳以上÷総人口

かつて若者が
出て行き過ぎて
“年寄りのなり手”
が足りない状態

流れ込む若者が
どんどん75歳を
超えていくので、
今後も増え続ける



２０５０年の日本はどうなっている？

① 過疎地は消滅に向かい、
都会だけが栄えている。

② 家が狭く住居費が高く、自前の子どもが減る

一方の都会も衰退に向かう。
③ 地方から先に高齢者が増えなくなるので、

若者を受け入れる一部の地方から
子どもが再増加して、都会
より先に再生に向かう。

×



これから残るのは人口増の東京だけ？



都会では後期高齢者だけが増える



 ① 中国

 ② 韓国

 ③ ASEAN

 ④ インド

 ⑤ 欧州

 ⑥ 南北米州

 ⑦ 日本

 ⑧ 東京都

 ⑨ 富山市

   ⑩ 氷見市

15-44歳

△34％

△41%

△3%

△5%

△13％

△6％

△22％

△6％

△21％

△53%

75歳以上

+188%

+152%

+182%

+190%

+57%

+112%

+13%

+31%

+8%

△22%

0-14歳

△43％

△33%

△14％

△16％

△14％

△1％

△24％

△5％ 

△23％

△58%

2025-50年の増減

人口成熟が深刻なのは地方？都会？世界？

国立社会保障･

人口問題研究
所中位推計→

外国人居住者
含む

国際連合
人口部
2024年
中位推計 →

移民含む

もはや
年寄り
の成り
手が足
りない
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国際連合人口部作成
World Population Prospects 2024
出生率中位・移民ありケース

終戦直後に生まれた
団塊世代

大戦中に戦死
した世代
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World Population Prospects 2024
出生率中位・移民ありケース 70年代後半に生まれた

団塊ジュニア世代

インド人は同じレベルに長生きには
ならないと、誰が断言できようか？

インド人は同じレベルまで少子化
しないと、誰が断言できようか？



２０５０年の世界はどうなっている？
① 日本では東京だけ、世界では

インドや米国が栄えている。
② 少子化が進み、高齢者は激増し、東京も

世界も、日本の地方と同じに。

③ 世界や東京に先駆けて高齢者が
減り始めるのは、日本の地方。
 医療介護費用は年々減り始めるので、
若者定着と子どもの再増加に注力でき、

地方に先に再生するチャンスが。

×



医療費を負担
できるのは誰か



① 半減以下

② 同水準

③ 倍増以上

90年（バブル最盛期）と、２5年（昨年）を比べる
と、日本の輸出額（ドル）は？

＠財務省 国際収支状況

ヒント:
① 輸出は「㈱日本の売上」の

ようなものです

② 輸出は日本で生産され、
税関を通って海外に売られ
た商品の額で、９９％が
(ハイテク)工業製品です

③ 海外移転した工場の売上
は、輸出に入らなくなります

×

×

日本は国際競争に負けたのか？



日本製品の輸出額（ドル）は高位安定
円では110兆円（←バブル期40兆円）で、史上最高を更新

バブル期の
2.5倍

つまり、
BtoCでは
なくBtoB

車は６分の１だけ。
主力は製造業向けの
機械、部品､素材。

円高でも売れる＝円安でも増えない
という事実を、誰も確かめず語らないガラパゴス日本

円安に甘え
値上げ不足

必要なのは
アンラーニング。

“円高→輸出減”という先入観と、
“円安→輸出増”という先入観を、
現実の数字は逆だったと確認して、

いったん捨てなくてはならない。

「逆が常に正解」というのでもない。
正解のない状態に耐えつつ、

数字をウォッチし続けるのが
正しい態度。



① 赤字転落

② 黒字半減

③ 黒字激増

バブル期の９０年と昨年(２5年)を比べる
と、日本の経常収支（ドル）は？

＠財務省 国際収支状況

ヒント:
① 経常収支は「㈱日本の経常

利益」のようなものです

② 経常収支は、輸出－輸入に
金利配当や観光、ソフト代金
などを足した合計です

③ 輸出－輸入は、バブル期は
１０兆円以上の黒字でしたが
昨年は１兆円弱の赤字です

×

×

日本の利益はどうなっている？



日本の経常黒字（ドル）は最高水準
円では32兆円（←バブル期６兆円）で、史上最高を更新



日米金利差でキャピタルフライト発生
ネット対内投資＋経常黒字の赤字でＧＤＰが低下

リーマンショックで外資は引き
上げたが、“有事の円高”で
国内資本の海外流出はなし

アベノミクス
のマイナス
金利政策で
米国に資金
が流出

円ならば
史上最高

コロナ明けの
米国のインフレ
と新ＮＩＳＡで、
資金流出→円安

さらに資金流出→さらに円安



異次元金融緩和→円安＆株高

国債と株を大量保有する日銀
は、金利を上げると債務超過に

アベノミクス

アベノミクスは…
異次元金融緩和→ゼロ金利→

円安→米国への投資還流を生んだ、
ミッドウェー敗戦（前半）+インパール（後半）

日本敗戦の主戦犯は、アベ信者。儲けたのは
ウォール街。日本からの資金流入で株高を維持。

ウォール街は、浜田宏一などを動員して安倍氏を
操り、「売国政策」（正確には売「円」政策）を
取らせ、菅・岸田にも新ＮＩＳＡを広めさせた。

でもなお対外黒字は世界３位。
国力衰退ではなく、鬱病＋認知症

＋貯金の亡者が今の日本。



① 産業力衰退： 経常黒字は世界３位

② 外国人優遇： 金額些少で、影響ゼロ

③ 財務省：税収は史上最高だが大赤字予算を組む

→ やっているのは緊縮財政どころか超積極財政
→ なのにドル建てGDP縮小 ☜ つまり無能
☜ MMT論者の求める積極財政は効果なし

④ 消費税： 減税/廃止→貯金増となるだけ

⑤ 財界： 円安→保有ドル増価でウハウハ
☜ なのに賃上げや納入価格上げをせず内需を破壊

×
×

△

日本経済衰退の真犯人は…

△

医療の維持に
絶対に必要なのは…

患者/保険/税金の負担比率
の設定し直し( ☜ 税部分の増額)

そのためにやるべきことは…

① 命や健康よりも利潤を優先する
「新自由主義」の否定を明言

② 金融所得への税率上昇
→医療関係への充当を、

業界で主張せよ
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